
 

 

愛媛県の毎月勤労統計調査地方調査月報 

（令和５年 12月） 

 

この調査結果の数値は、調査対象事業所からの報告をもとに、愛媛県内の規模５人以上の全事業所に対応するよ

うに推計したものです。 

平成22年１月分調査から、平成 19年11月に改定された日本標準産業分類に基づき集計結果を公表しています。 

 

規模５人以上 

１ 賃金の動き 

県内の 12 月の１人平均現金給与総額

（調査産業計）は 479,908円で、名目賃金

の前年同月比は 2.7%減少し、実質賃金も

6.5%減少しています。 

また、きまって支給する給与は239,619 

円で、名目賃金の前月比は1.9%減少し、前

年同月比も1.6%減少しています。 

 

２ 労働時間数の動き 

県内の 12月の常用労働者１人平均総実

労働時間（調査産業計）は139.6時間で、

前月比は 2.5%減少し、前年同月比も 1.0%

減少しています。 

このうち、所定外労働時間数は 9.5時間

で、前月比は増減なし、前年同月比は5.0%

減少しています。 

 

３ 雇用の動き 

県内の 12月末の常用労働者数（調査産

業計）は 469,128人で、前月比は2.4%増加

し、前年同月比も3.6%増加しています。 
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令和５年１２月分調査結果

（１）常用労働者の一人平均月間現金給与額 （規模5人以上，令和5年12月）

実質賃金指数 名目賃金指数

前月比 前年同月比 前年同月比 前月比 前年同月比 前年同月比
円 ％ ％ ％ 円 ％ ％ 円 ％ 円 円

TL 調査産業計 479,908 87.3 △ 2.7 △ 6.5 239,619 △ 1.9 △ 1.6 223,511 △ 1.0 240,289 △ 9,609

D 建設業 592,180 77.0 14.2 9.7 317,486 △ 2.2 3.2 293,740 6.2 274,694 63,680

E 製造業 581,185 98.6 7.7 3.5 274,657 △ 1.5 △ 1.9 251,010 △ 1.4 306,528 46,601

F 電気・ガス・熱供給・水道業 1,056,189 187.5 0.8 △ 3.2 363,256 △ 0.5 1.2 333,005 △ 0.2 692,933 3,752

G 情報通信業 570,479 66.8 △ 11.6 △ 15.0 327,367 1.8 16.6 316,540 23.5 243,112 △ 121,169

H 運輸業，郵便業 378,004 54.4 △ 25.8 △ 28.8 264,319 8.5 △ 9.7 224,365 △ 9.0 113,685 △ 103,142

I 卸売業，小売業 415,771 76.5 3.8 △ 0.3 226,373 △ 1.2 11.8 215,816 11.4 189,398 △ 8,401

J 金融業，保険業 893,421 176.8 13.8 9.4 315,753 △ 2.0 1.2 303,295 1.0 577,668 105,022

K 不動産業，物品賃貸業 355,476 3.7 △ 7.3 △ 10.9 269,700 △ 5.2 17.0 264,480 20.8 85,776 △ 67,351

L 学術研究，専門・技術サービス業 563,101 61.1 5.0 0.9 272,707 4.2 △ 9.1 245,695 △ 12.3 290,394 54,005

M 宿泊業，飲食サービス業 196,015 69.1 △ 4.3 △ 8.0 128,975 15.1 4.1 118,489 6.2 67,040 △ 13,733

N 生活関連サービス業，娯楽業 259,522 52.8 △ 12.5 △ 15.9 166,883 0.3 △ 18.6 158,602 △ 18.7 92,639 1,156

O 教育，学習支援業 812,210 163.0 △ 8.0 △ 11.6 298,008 △ 3.5 △ 1.1 292,195 △ 1.6 514,202 △ 67,320

P 医療，福祉 490,059 87.5 △ 0.7 △ 4.6 239,298 0.4 0.9 224,557 1.0 250,761 △ 5,507

Q 複合サービス事業 694,397 148.9 △ 23.6 △ 26.6 275,634 △ 1.0 △ 20.0 268,595 △ 18.3 418,763 △ 145,374

R サービス業（他に分類されないもの） 273,158 45.0 △ 22.1 △ 25.1 152,176 △ 17.5 △ 17.8 141,581 △ 17.7 120,982 △ 44,473

（２）常用労働者の一人平均月間出勤日数及び実労働時間数 （規模5人以上，令和5年12月）

前月比 前年同月比 前月比 前年同月比 前月比 前年同月比
時間 ％ ％ 時間 ％ ％ 時間 ％ ％ 日 日

TL 調査産業計 139.6 △ 2.5 △ 1.0 130.1 △ 2.7 △ 0.7 9.5 0.0 △ 5.0 18.5 △ 0.5

D 建設業 165.8 △ 0.6 △ 0.8 150.5 △ 2.1 △ 0.2 15.3 17.7 △ 6.2 20.7 △ 0.3

E 製造業 157.7 △ 1.8 5.3 147.9 △ 1.7 7.1 9.8 △ 4.0 △ 16.2 19.8 △ 0.2

F 電気・ガス・熱供給・水道業 148.0 △ 3.9 0.2 138.9 △ 2.6 1.4 9.1 △ 18.8 △ 14.9 18.6 △ 0.3

G 情報通信業 142.9 △ 8.1 △ 8.5 136.0 △ 6.2 △ 5.0 6.9 △ 34.3 △ 46.1 18.4 △ 0.6

H 運輸業，郵便業 186.8 3.2 1.0 157.9 △ 1.5 △ 0.9 28.9 39.7 12.9 20.5 △ 0.3

I 卸売業，小売業 134.7 △ 0.9 4.1 128.9 △ 0.7 3.6 5.8 △ 6.5 16.0 18.8 △ 0.3

J 金融業，保険業 142.8 △ 0.6 0.7 136.7 0.1 1.3 6.1 △ 12.9 △ 11.6 18.6 0.1

K 不動産業，物品賃貸業 163.5 △ 1.6 12.2 147.9 △ 1.9 6.3 15.6 0.6 136.3 21.3 0.1

L 学術研究，専門・技術サービス業 151.9 2.1 △ 2.9 138.9 1.3 △ 4.7 13.0 10.2 21.5 19.3 0.3

M 宿泊業，飲食サービス業 103.2 3.1 △ 0.2 96.4 3.2 0.3 6.8 1.5 △ 6.9 15.6 0.0

N 生活関連サービス業，娯楽業 123.7 1.2 △ 11.0 117.7 1.4 △ 10.5 6.0 △ 3.3 △ 19.0 18.2 0.4

O 教育，学習支援業 140.2 △ 11.2 △ 3.0 122.3 △ 9.5 △ 1.5 17.9 △ 21.2 △ 11.8 17.1 △ 1.3

P 医療，福祉 133.3 1.3 △ 0.9 127.7 1.3 △ 0.5 5.6 0.0 △ 9.7 18.4 0.0

Q 複合サービス事業 154.8 3.5 △ 2.5 150.3 4.4 0.0 4.5 △ 18.2 △ 45.8 20.1 0.6

R サービス業（他に分類されないもの） 106.0 △ 18.4 △ 19.4 98.8 △ 18.6 △ 20.0 7.2 △ 15.3 △ 8.9 15.3 △ 3.2

（３）常用労働者数及び労働異動率 （規模5人以上，令和5年12月）

前月比 前年同月比
人 ％ ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ％

TL 調査産業計 469,128 2.4 3.6 31.8 2.1 1.64 0.92

D 建設業 26,906 1.3 12.1 4.7 1.0 1.88 0.56

E 製造業 76,301 △ 2.5 △ 6.4 13.5 1.2 0.67 0.81

F 電気・ガス・熱供給・水道業 1,807 △ 0.2 4.0 2.4 △ 1.2 0.00 0.17

G 情報通信業 5,254 1.2 △ 0.3 20.2 6.7 2.51 1.21

H 運輸業，郵便業 28,410 △ 1.3 △ 2.4 15.3 2.5 1.00 2.30

I 卸売業，小売業 85,095 1.3 1.0 47.2 △ 3.4 1.86 0.56

J 金融業，保険業 14,394 0.0 △ 1.3 6.1 △ 0.5 0.15 0.17

K 不動産業，物品賃貸業 5,700 △ 2.2 △ 4.6 19.2 △ 13.1 1.22 3.45

L 学術研究，専門・技術サービス業 9,007 △ 2.3 8.4 17.8 11.5 0.00 2.34

M 宿泊業，飲食サービス業 33,098 1.5 12.6 69.7 2.4 3.69 2.20

N 生活関連サービス業，娯楽業 11,682 0.5 7.0 42.3 0.0 0.78 0.22

O 教育，学習支援業 26,005 △ 0.1 4.3 20.4 △ 6.4 0.32 0.42

P 医療，福祉 93,530 0.5 0.6 30.4 1.5 0.91 0.43

Q 複合サービス事業 6,754 1.3 2.2 12.0 3.3 1.39 0.09

R サービス業（他に分類されないもの） 45,044 33.3 37.4 57.3 13.0 5.10 1.40
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注1）「きまって支給する給与」（定期給与）とは、労働協約、就業規則等によってあらかじめ定められている支給条件、算定方法によって支給される給与でいわゆる基本給、
　家族手当、超過労働手当等を含みます。
注2）前月比及び前年同月比は、令和２年を100として作成した指数を用いて算出しています。

注3）実質賃金指数は、令和２年を100として作成された消費者物価指数を用いて算出しています。
注4）「C鉱業，採石業，砂利採取業」については、県内事業所数僅少のため公表を差し控えています。
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